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アブストラクト
　本研究ではオペレーションズマネジメントの新聞売り子モデルを用いて，百貨店とアパレル
メーカーでの返品制をリスク分担に着目して分析する。日本におけるこの返品制は多くの議論
とともに運用形態を変遷してきた。本研究では，戦後から現在に至るまでの返品制の具体的運
用の変遷についてモデル分析をもとに考察し，①サプライチェーン全体では最適化された，小
売価格と在庫量が設定できること，②市場の不確実性の程度によっては，リスク負担はアパレ
ルメーカーにとって大きくならない可能性があること，③さらに市場の不確実性が増すにつれ
アパレルメーカーのSPAモデルへの転換が促されること，④アパレルメーカーの交渉力の高ま
りにより返品制（消化仕入）において百貨店の利益率が低下すること，を示す。
１．はじめに
　返品制は特に日本においては広く採用されている一方で，サプライチェーンマネジメントの
全体最適を阻害する要因として指摘されてきた（加藤：2000）。その中で多くの小売・卸売業
が返品削減に取り組んできたが，業界全体として返品制をなくすための取り組みは進んでいる
とは言い難い（経済産業省（2014）「サプライチェーン効率化に関する調査研究」）。日本にお
いて特に議論の対象になるのは百貨店の返品制である。古くは戦後復興期の1954年に公正取引
委員会により，百貨店の返品制が「不公正な取引」だとして排除が求められている。しかし現
在も百貨店の返品制は運用形態を変えながら維持されており，百貨店の近年の利益率低下と返
品制を関係づける議論が行われている。この百貨店の返品制に関しては国内において，流通論
や経営史などによる研究蓄積がなされてきている（高岡：1997，加藤：2000，江尻：2003，多
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田：2003，石井：2004，新井田：2010，李：2010）。
　本研究ではオペレーションズマネジメントの新聞売り子モデルを用いて，百貨店とアパレル
メーカーでの返品制をリスク分担に着目して分析する。新聞売り子モデルは需要が不確実な状
況で在庫量や価格に関する意思決定をモデル化したもので，不確実性化の意思決定モデルとし
て一般的な数理モデルである。百貨店の返品制を戦後から現在に至るまで新聞売り子モデルで
モデル化し，リスク分担，製造（アパレルメーカー）と小売（百貨店）という２プレイヤーで
の意思決定の相互作用に着目して分析する。本研究では以下の結果が示される。①サプライ
チェーン全体では最適化された，小売価格と在庫量が設定できること，②市場の不確実性の程
度によっては，リスク負担はアパレルメーカーにとって大きくならない可能性があること，③
さらに市場の不確実性が増すにつれアパレルメーカーのSPAモデルへの転換が促されること，
④アパレルメーカーの交渉力の高まりにより返品制（消化仕入）において百貨店の利益率が低
下する。
　本研究の結果はこれまで国内での既存研究と異なる分析視点から百貨店の返品制にアプロー
チしている。高岡（1997）や石井（2004）は，百貨店の返品制が市場の不確実性に対応する形
で運用を変化させてきたことを示しているが，本研究はそれらと同じく市場の不確実性をキー
としてモデル化し，定量的に分析を行ったものと位置付けることができる。より単純化された
数理モデルによる分析においても百貨店の返品制が，アパレルメーカーのSPAモデルへの変革
や，消化仕入による利益低下をもたらすことが示唆される。
　本研究は以下のように構成される。２節では先行文献として，国内の百貨店の返品制に関す
る研究とオペレーションズマネジメントにおける返品制（返品契約モデル）の数理モデル研究
をレビューし，これまで別の分野で研究されてきた返品に関する研究の統合を試みる。３節で
は既存研究をもとに百貨店の返品制を新聞売り子モデルとしてモデル化する。４節ではモデル
分析とその結果を導き，考察を行う。５節では本研究の課題と今後の展望について述べる。
２．先行文献
　日本の百貨店の返品制については，多くの研究蓄積がある。高岡（1997）は委託仕入という
現在の百貨店の禍根を残すような制度がなぜ戦後復興期に広がり維持されてきたのかについ
て，その制度の形成過程を百貨店とアパレルメーカーとの関係に着目して明らかにしている。
百貨店は，立地と品揃えの豊富さを強みとしていたが，アパレル市場の不確実性の上昇に直面
した際に，その強みを維持する策として導入したのが委託仕入だとする。人的資源や資金に制
限があった百貨店にとってはその当時は合理的な策であったが，リスクを負うことになったア
パレルメーカーが百貨店売場での主導権を持つように戦略的に行動してきたため，現在の百貨
−82−
百貨店とアパレルメーカーの返品制
店の小売機能の低下をもたらしたと分析している。石井（2004）は，市場の不確実性の上昇に
着目し，アパレルメーカーの小売機能包括プロセスとして，百貨店の返品制を分析している。
小売機能として，①製品企画，②小売価格決定，③売場の品揃え，④売場の商品管理（販売員，
在庫管理など），⑤売れ残り処理を上げ，70年代以降の選好の多様化による不確実性上昇によっ
て，①②（場合により⑤）を持っていたアパレルメーカーが，①～⑤を担うようになったこと
を明らかにしている。市場の不確実性への対応をモデル化する新聞売り子モデルを用いる本研
究はこれら２つの研究と親和性が高い。
　加藤（2000）はチャネルシステム論の視点から，SCMの全体最適を阻害する日本的取引慣
行を分析した。返品制，展示会発注方式，マークダウンの慣行は，事後交渉によってリスクを 
メーカーに負わせる仕組みとなっており，結果的に部分最適に陥る仕組みになっていることを
明らかにしている。多田（2003）は返品制の中でも現在主流である，消化仕入に焦点を当て，
その拡大メカニズムについて分析している。特に百貨店における営業の評価指標（売上高，在
高予算，利益率，商品回転率）が消化仕入を合理的な取引方法とされ続けたことを明らかに
している。李（2010）は販売リスクの制度的調整として返品制を扱い，特にその中で起こっ
た，ワールドの「オンリーショップ」の返品を含む取引慣行の改革を研究している。オンリー 
ショップでの成功とその後の業績悪化はワールドのSPAモデルへの転換を促す要因となって
おり，業績悪化で発生した問題は返品によるリスク負担が影響を与えたことを示唆している。
新井田（2010）は，大丸のビジネスシステム変革に関するケース研究を行っている。その中で
百貨店が，コアコンピタンスを仕入から店舗全体の集客のために取引先を評価して組み合わせ
ることに変化させたことを指摘する。事実大丸は65％をテナントモデルとする店舗を運営して
おり，百貨店が主体的に小売機能をアウトソーシングしてきたことを示している。
　オペレーションズマネジメントの分野ではサプライチェーンマネジメント研究において新聞
売り子モデルによる返品制の分析が行われてきた。1990年代後半より，サプライチェーンマネ
ジメント研究は中央集権的な意思決定を前提としたものから，分権的意思決定を前提としたも
のが中心となってきた。それらの研究ではゲーム理論をベースにした契約モデルを使って，契
約によるサプライチェーンの最適化が分析される。サプライチェーン最適な在庫・生産量は卸
売価格，販売価格や需要の分布などのパラメータによって決まるため，より具体的なオペレー
ションの意思決定の分析に用いられる。返品制はその普及度合いや複雑性から多くの研究が
されている（Pasternak, 1985; Marvel and Peck, 1995; Padmanabhan and Png, 1997; Emmons 
and Gilbert, 1998; Lau and Lau, 1999; Donohue, 2000; Webster and Weng, 2000; Tsay, 2001; 
Tsay, 2002）また近年では，リスク回避行動の相互作用に着目したモデル（Ohmura and 
Matsuo, 2016），サプライチェーン間競争を考慮したモデル（He and Zhao, 2012），サプライ
チェーン内企業間の情報非対称性を考慮したモデル（Yue and Raghunathan, 2007），メーカー
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による棚確保競争を考慮したモデル（Bandyopadhyay and Paul, 2010），メーカーの新製品導
入のタイミングを考慮したモデル（Matsui, 2010）などで返品制の持つ価値について研究され
ている。
　オペレーションズマネジメントの研究は多くが売り手支配型（製造プレイヤー支配型）のサ
プライチェーンを前提として研究されている。しかし近年の交渉力の高い小売の出現により，
買い手支配型（小売プレイヤー支配型）のサプライチェーンのモデルも研究されている（Wang 
et al, 2004; Lau et al, 2008; Liu, 2009）。オペレーションズマネジメントでは比較的近年現れた
モデルであるが，日本の百貨店の返品制を分析するためにはこの買い手支配型のモデルの分析
も不可欠である。本研究は，日本の百貨店の返品制を分析する研究にありながら，オペレーショ
ンズマネジメントの研究においてはこの買い手支配型モデル研究の文脈に位置づけられる。
３．百貨店とアパレルメーカーの返品制のモデル化
3.1．返品制の新聞売り子モデルへの応用
　返品制はその具体的な運用の違いにより，返品可能な買取仕入，委託仕入，消化仕入（売上
仕入）などが存在する。1954年の公正取引委員会の指摘では買取仕入における返品に関する規
制が中心となり，委託仕入，消化仕入などの返品については対象から除外されている。これは
委託仕入，消化仕入は消費者が購入するまでは百貨店は「仕入れていない」ため，規制が曖昧
となったためである。そのため百貨店の返品制は委託仕入，消化仕入に移行し，現在も運用さ
れる取引慣行となっている（表１）。特に消化仕入は拡大しており，現在の日本において百貨
店の利益率低下と返品制をめぐる議論は消化仕入を前提に行われている。
表１：百貨店の仕入れ形態の構成比の変遷
買取仕入 委託仕入 消化仕入
1955 67.5％ 20.2％ 11.8％
1975 51.5 29.0 22.3
1995 34.4 32.7 36.5
2000＊1 10.0 40.0 50.0
2011＊2 5−8％ 25−35％ 60−70％
＊1：江尻（2003）の推定値
＊2：宮副・内海（2011）の推定値
　委託仕入と消化仕入（売上仕入）は共に売れただけ仕入が発生する取引方式である。違いは
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委託仕入が商品の検品後の損失や滅失は百貨店が負担するのに対し，売上仕入は検品後の損失
や滅失もメーカーが負担することである。多田（2003）によると，委託仕入の場合，発注や返
品に関しては百貨店が意思決定をすることが示されている。これを新聞売り子モデルに応用す
ると，委託仕入は返品契約（Buyback contract）でモデル化でき，消化仕入はレベニューシャ
アの委託契約（Consignment contract with Revenue share（Wang et al, 2004））でモデル化
することができる。返品制でありながら，どの企業が何をどのタイミングで意思決定している
かがモデル分析では重要となるため，モデル化の詳細は次節に記述する。
　新聞売り子モデルを用いた取引は，主に上流である売り手（製造業）をリーダーとした
Stackelbergゲームとして定義し分析される。リーダーとなるプレイヤーは取引契約を決め，
その契約において先に意思決定を行う。しかし百貨店の返品制においては，百貨店の優越的地
位によって委託仕入や消化仕入を導入してきたことが既存研究から明らかであり，買い手支配
型サプライチェーン，つまり買い手（小売）をStackelbergリーダーとしたモデルで分析を行う。
　不確実性の影響を分析するために，新聞売り子モデルではリスク回避度を考慮したモデルが
研究されている。リスク回避行動を組み込む場合，リスク回避度を考慮した利益関数を最大化
するように各企業が意思決定を行うが，新聞売り子モデルでは保持在庫量により利益関数がね
じれるため，リスク回避モデルとして経済学で扱われる期待効用モデルの適用が難しい。その
ため，本研究では数理モデルでの分析を容易にする平均標準偏差モデルを用いる。また小売価
格の決定を含む新聞売り子モデルを用い，市場の不確実性をベルヌーイ分布とする。これら
モデルの組み合わせによる分析は，数理モデルでの分析が容易になることが既存研究（Tsay, 
2002）で示されており，本研究で採用する。新聞売り子モデルには様々な要素をモデル化した
バリエーションが存在するが，多くの場合，数理モデルでの分析に限界があり，分析の多くを
数値解析に頼ることになる。本研究では既存の返品制を分析する理論的研究であるため，数値
解析を必要としないことを重視して採用モデルを決定している。
3.2．分析モデル
　市場の不確実性をベルヌーイ分布でモデル化する（図１）。需要の高低が需要曲線の切片 
（ と ）で表現されており，それぞれ確率 と で実現する。需要曲線の傾きは である。
販売量 ，小売価格 であり需要の高低が明らかになった後に決定される。
　百貨店（小売）とアパレルメーカー（製造）はそれぞれリスク回避度を考慮した利益関
数として平均標準偏差の価値関数であるMS valueを最大化するように意思決定を行う。MS
関数はリスク回避パラメータ によって平均（期待値）と標準偏差のトレードオフを示し，
（ は確率変数）となる。このMS関数はベルヌーイ分布でモデ
ル化された需要モデルと組み合わせることで，需要の高い時の利益 と低い時の利益 を用
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いて次のように計算できることがTsay（2002）によって示されている。
　この時， はリスク調整された確率と解釈することができる。 にリスク回避係数が掛けら
れた要素が加算されている。これはリスク回避的であればあるほど， が大きくなることを示
している。MS関数に着目すると，リスク回避的なプレイヤーは需要の低い状況が起こる可能
性を市場よりも高く見積もるということができる。
　取引のモデルは買い手である百貨店をStackelbergリーダーとした取引プロトコルを用いる。
委託仕入はBuyback contractとして図２のようにモデル化される。分析のベースとなる買取仕
入は販売期間後に返品ができないだけで取引プロトコルは販売期間後の意思決定が異なるだけ
である。また消化仕入はConsignment contract with Revenue shareとして図３のようにモデ
ル化される。分析ではこの意思決定を遡って均衡解を求めるBackwardインダクションを用いる。
図２：委託仕入の取引モデル
■ 販売期間前
１．アパレルメーカーと百貨店は市場の需要（ ）とリスク回避度（ ）の情
報を共有する
２．百貨店は卸売価格 と在庫量 を決定する。
　百貨店はアパレルメーカーの最低限必要な売上 を満たすように意思決定を行う
■ 販売期間
３．需要が明らかになる（ か が決まる）
４．百貨店が手元の在庫量 を制約として小売価格 と販売量 を決定する
■ 販売期間後
５．百貨店は売れ残り在庫を仕入れ値で返品する
図１：需要モデル
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図３：消化仕入の取引モデル
■ 販売期間前
１．アパレルメーカーと百貨店は市場の需要（ ）とリスク回避（ ）の情報
を共有する
２．百貨店はレベニューシェアの割合 を決定する
　アパレルメーカーは在庫量 を決定する
■ 販売期間
３．需要が明らかになる（ か が決まる）
４．アパレルメーカーが手元の在庫量 を制約として小売価格 と販売量 を決定する
■ 販売期間後
５．百貨店は売上のうち， の割合をアパレルメーカーから受け取る
　本研究モデルでは分析のため，二つの前提を置いている。１つ目は単位当たり製造コストと
単位当たり在庫保持コストを０と仮定することである。この仮定は，アパレルメーカーと百貨
店が，当該商品において利益ではなく売上（とそのリスクを考慮して）を最大化することを意
味している。加藤（2000）によれば，「未引き取り」という慣行により，百貨店が口約束によ
る在庫量を決定し，アパレルメーカーは売れ行きを見ながら生産量を調整するという運用がな
されていたと言われている。このような事後交渉による調整が行われる取引では，事前のコス
ト要因である製造コストと在庫保持コストを考慮した意思決定が難しかったことが推測される
が，具体的に売上最大化となるような意思決定がされてきたかについては明らかではない。２
つ目は委託仕入において小売価格の決定を百貨店が行っていることである。既存研究によると
小売価格の決定はアパレルメーカーが主導的に行ってきたことは明らかである。その意味で
本研究のモデルは既存の取引と適合しているとは言い難い。次節で示す通り，百貨店が決定す
る場合でも小売価格は市場の需要に対して売上を最大化するように決定される。アパレルメー
カーも市場に対して売上を最大化する意思決定をしていると仮定，もしくは，百貨店との交渉
で小売価格が調整されていたと仮定することも可能であるが，小売価格の決定の実務について
は，今後研究が必要である。
４．モデルの分析と結果の導出
4.1．買取仕入（返品できない契約）の分析
　百貨店は卸売価格 と在庫量 を製造の最低限必要な売上 を満たすように決定する。
は定数であり，百貨店の小売価格 と販売量 の意思決定に影響を与えない。そのため と
は需要の高低それぞれの場合で売上を最大化するように決定される。在庫量 につい て
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を仮定すると，百貨店のMS関数 は以下となる。
　ここで となる。また
であるから，最適在庫量 である。 を仮定した場合，MS関数は減少するの
で，買取仕入の最適在庫量 となる。卸売価格 は を満たすように決定されるので，
である。つまり百貨店は買取仕入において，市場の需要に合わせて最大限仕入
れて，卸売価格を調整することでアパレルメーカーの最低限必要な売上を満たすのが最適とな
る。
4.2．委託仕入の分析
　返品可能であることから，百貨店は小売価格 と販売量 について売上を最大化するように
決定する。したがって需要が高いシナリオが実現した場合の売上が最大化するように在庫量が
決定される。つまり となる。返品が可能であるため，需要が低いシナリオが実現し
た場合に， が返品されることになる。今，需要が高いシナリオが実現した時のア
パレルメーカーが得る売上高を とおくと，この時の卸売価格 となる。この委託
仕入のアパレルメーカーのMS関数 及び百貨店のMS関数 は以下となる。
　百貨店はアパレルメーカーの最低限必要な売上 満たすために，卸売価格 を
となるように決定する必要がある。ここで買取仕入のケースでの最低限必要な売上 と同じ 
値 をアパレルメーカーが求めると仮定すると，  
より， となる。ここで
であるから， となる。これは買取仕入から委託仕入に移行する際に，アパレルメーカー
の最低限必要な売上を維持するために，百貨店は卸売価格を上昇させる必要があることを示し
ている。しかし百貨店が卸売価格を上昇させて， としたとしても，買取仕入での
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が不確実性を伴わない定数であるのに対して，委託仕入での は，需要の高低のシナリオ
によって異なる値を示す不確実性を伴う値であり，またアパレルメーカーのリスク回避度に依
存する値であることに注意が必要である。
4.3．消化仕入の分析
　アパレルメーカーはレベニューシェアの割合rを所与として，売上を最大化するように小売
価格，販売量，在庫量を決定する。よってアパレルメーカーのMS関数 及び百貨店のMS
関数 は以下となる。
　百貨店はアパレルメーカーの最低限必要な売上 を満たすように となる を
決定する。このとき は以下のようになる。
　これはアパレルメーカーの最低限必要な売上が増加するにつれて， は減少，つまり小売の
MS関数が減少することを意味する。ここで における， と はそれぞれ需要の低
い時と高い時の最大の売上高を示している。つまり は，リスク回避的なアパレルメーカー
が持つこの市場に対する評価，もしくはサプライチェーン全体をアパレルメーカー持っている
場合に得られるMS関数と解釈することができる。そして を決定する は，アパレルメー
カーが，市場から得られる利益のどの程度の割合を，百貨店との取引で求めるのかを示す。例
えばSPAモデルを行うアパレルメーカーであれば，自らのサプライチェーンで を得ること
ができるため，百貨店と取引する場合でも高い割合を得ようとするだろう。この場合， は減
少することになり，百貨店が得る売上高は減少する。これは近年指摘される消化仕入による百
貨店の利益率低下の減少を表している。
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4.4．均衡解の比較と考察
　ここまで得られた最適在庫量，卸売価格などから，それぞれの契約モデルにおける均衡解を
求めることができる（表２）。ここから以下のような分析結果が得られる。
表２：各返品制（契約モデル）の均衡解
買取仕入 委託仕入 消化仕入
卸売価格 Greater than −
在庫量 Same as on the left Same as on the left
アパレルメーカーのMS （constant） （uncertain） （uncertain）
百貨店のMS （uncertain）
①サプライチェーン全体最適が達成できる
　在庫量 はすべての契約で となり，サプライチェーン全体で考えた場合の最適在庫量が
用意されていることが示されている。売り手支配型のサプライチェーンの契約モデルでは，サ
プライチェーンの最適化は必ずしも達成されない（Ohmura and Matsuo, 2016）。
②市場の不確実性の程度によっては，リスク負担はアパレルメーカーにとって大きくな
らない可能性がある
　買取仕入から委託仕入の導入にあたって，百貨店は卸売価格を上昇させずに維持したこと言
われている（江尻：2003）。理論的には卸売価格を上昇させることでアパレルメーカーの最低
限必要な売上を満たすことになるが，この最低限必要な売上 は本研究のモデルでは卸売価
格を通じて調整されている。実際に卸売価格は百貨店とアパレルメーカーとの交渉で決定さ
れていたと言われている。その当時，優越的地位にあった百貨店が卸売価格を維持することに 
よって，自分たちに有利な取引としたと考えることができる。この卸売価格の維持を本研究の
モデルに反映すると， であるから，アパレルメーカーのMS関数 は以
下のようになる。
　この場合， となり，アパレルメーカーは委託仕入導入によりリスク負担を強い
られ，MS関数が減少する。一方で，この減少分を示す の部分は，市場の不
確実性（ ）に依存する値であることが分かる。 は市場の需要の高低
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の差を表す値であり，高低差が小さいほど小さな値をとる。また は需要の低いシナリオが
起こる可能性が低いほど小さい値をとり，アパレルメーカーのリスク回避度が小さい時にも小
さい値をとる。
　戦後復興期から60年代までは，画一的な流行が主であり，70年代以降，アパレルに対する選
好は多様化していったと言われている（加藤：2004）。委託仕入が広がりを見せた時期に市場
の不確実性は大きくなかったと言え，委託仕入によるリスク負担は小さかった。これが百貨店
による優越的地位を利用した卸売価格維持を受け入れた形の委託仕入が広がった理由だと考え
ることができる。
③市場の不確実性が増すにつれアパレルメーカーのSPAモデルへの転換が促される
　一方で上記のMS関数の減少幅は市場の不確実性が増すにつれて大きくなる。アパレルメー
カーは百貨店との委託仕入よりも他の契約モデル，もしくはビジネスモデルを模索することに
なる。本研究のモデルでは，市場の需要に関する情報（ ）をアパレルメーカーも共
有している。よってこの市場から得られるMS関数 を知ることができるため，SPAモデルに
移行することのメリットの大きさが計算可能である。委託仕入においては返品に関する運用と
ともに売場販売員をアパレルメーカーが派遣していることが知られている。つまり現実におい
ても，アパレルメーカーは小売のノウハウを獲得し，市場の情報を得ることができた。委託仕
入によるリスク負担が増加すると同時に，アパレルメーカーはSAPモデルのメリットを把握
し，実現するためのノウハウを蓄積していった。
④アパレルメーカーの交渉力の高まりにより消化仕入で百貨店の利益率が低下する
　SPAモデルへの転換により，アパレルメーカーが市場から得られる利益が増加すると，百貨
店との取引において要求する最低限必要な売上 が増加する。消化仕入における百貨店のMS
関数 は， の増加によって減少することが分かる。ここで注意すべき
は，消化仕入でのMS関数の減少は，消化仕入そのものではなく，最低限必要な売上 によっ
てもたらされることである。近年指摘される百貨店の利益率低下は消化仕入が本質的な原因で
なく，アパレルメーカーがSPAモデルもしくはサプライチェーンマネジメントを発展させるこ
とにより交渉力を高めたことで，より高い価値を百貨店に求めるようになったことが原因であ
ると本研究のモデルは示している。
５．研究のまとめと今後の課題
　本研究では，百貨店の返品制を戦後から現在に至るまで新聞売り子モデルで分析し，以下の
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結果を示した。①サプライチェーン全体では最適化されること，②市場の不確実性の程度に 
よっては，リスク負担はアパレルメーカーにとって大きくならない可能性があること，③さら
に市場の不確実性が増すにつれアパレルメーカーのSPAモデルへの転換が促されること，④ア
パレルメーカーの交渉力の高まりにより返品制（消化仕入）において百貨店の利益率が低下す
ること，である。
　百貨店とアパレルメーカーの返品制は戦前から戦後にかけて徐々に広がったとされている。
特に戦後の経済成長の時期に既製服の需要が高まり，60年代ではメーカー，百貨店による流行
作りが機能し，消費者の動向は把握しやすかったと言われている。つまり本モデルでの市場の
不確実性が高くない環境だったと言える。アパレルメーカーは強い販売力を持つ百貨店との取
引のため，多少のリスク増は受け入れることができたと考えられる。
　一方70年代以降，所得上昇によるアパレル消費量の増加により選好が多様化し，需要予測が
困難となった。この時期から，アパレルメーカーは百貨店に頼らないビジネスモデルを模索し
始めており，アパレルメーカーであるワールドが「オンリーショップ」という小売店を整備し
た。これはワールドが小売機能をコントロールできる小売店といえ，後のSPAモデルへつなが
る取り組みである。本研究が示唆するのは一方的に製造が負っていたリスクが，市場の不確実
性の高まりにより，製造にとって許容できないリスクとなったことである。戦後の百貨店の返
品制では，百貨店自身の資金不足を背景に，単なる返品だけでなく，派遣販売員としてアパレ
ルメーカーから人員が店頭に送られていた。このことも市場の情報を得ることができたアパレ
ルメーカーが，サプライチェーンマネジメントの能力を発展していった要因だと考えることが
できる。そしてこの結果，アパレルメーカーが市場から得られる利益が高くなり，同時に百貨
店との取引で求める利益も高くなった。そのため返品制（消化仕入）で百貨店が得る利益が減
少したのである。
　百貨店とアパレルメーカーの返品制は国内において多くの研究蓄積があり，SPAのビジネ
スモデルに至る過程や要因の分析がなされている。一方でそれらの成果は国際的な研究コンテ
クストでは十分に発信されているとは言い難い。本研究は，新聞売り子モデルというオペレー 
ションズマネジメントで一般的で国際的に多くの研究蓄積があるモデルを用いて，返品制を分
析している。本研究で得られた考察はこれまでの国内での研究を補強する結果を示している。
数理モデルによる研究のため，国際的に広く発信しやすい点でインパクトがある。
　一方で，国内の研究に厳密に対応するのであれば，小売価格の決定がアパレルメーカー主導
であったこと，百貨店が品揃えを重要視していたため，返品により店頭の鮮度（インプレッ 
ション）を保とうとしていたこと，を考慮する必要がある。また単位当たりの製造コストと百
貨店での在庫保持コストも考慮する必要がある。これらはモデルを複雑にするが，とくに在庫
保持コストにおいては，近年拡大傾向にあるECアパレルと比較分析するのに重要なパラメー
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タとなる。本研究のモデルではこれらはモデル化することができていない。また百貨店の消化
仕入に対応させた「Consignment contract with revenue sharing」の契約モデルはAmazonな
どEコマースで使用されている契約であり，近年重要性を増している。歴史の長い日本の百貨
店の返品制とこの現代的な契約モデルの対応は今後の契約モデルの研究に新たな示唆をもたら
す可能性がある。今後の重要な研究課題である。
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The Return Policies between Japanese Department 
Stores and Apparels: A Newsvendor Analysis
Shota OHMURA
In this research we analyze the return policy between Japanese apparel manufacturers and department 
stores with the newsvendor model considering risk shifting to the manufacturers. The return policies 
have changed the operational detail with much controversy as to its practical value. We analyze the two 
types of return polices using a risk-averse newsvendor model. The results indicate that: (i) the entire 
supply chain optimization can be achieved in the policies; (ii) the risk of apparels in a return policy 
can be not so high depending on the market uncertainty; (iii) as the market uncertainty increases, the 
apparels might change their business model to SPA model; and (iv) under a return policy the profitability 
of department stores decreases because of the increasing bargaining power of apparels. 
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